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【町長】  

 

通告順 ７ 
質問 

議員 
大沼議員 

質問 

項目 
石油製品の高騰対策について 

質問 

内容 

 

 北京オリンピック終了後の２月２４日、ロシアがウクライナに対し大規

模な軍事侵攻を始めました。 

 この事からＷＴＩ原油先物は一時１バレル＝１００ドルを突破しまし

た。原油価格が１バレル＝８４ドル（１ドル１１４円）ほどで推移した場

合、ガソリン、灯油、電気、ガス代の上昇に伴う家計負担は北海道で６．

９万円の増額と試算されています。原油（エネルギー）の価格上昇は国民

の日々の暮らしは元より生産現場や物流網のコスト上昇に直結し商工業

者、小売店の収益をも圧迫していると考えます。 

 生活や仕事に欠かせない灯油やガソリンなどの石油製品を安定供給す

ることは、国の責務です。 

 燃料油価格激変緩和対策事業（燃料油価格の高騰を抑制する対策）も功

を奏しているとは思えず、２０１０年に導入されたトリガー条項（本則税

率を上回る部分の課税を停止する法的措置）の発動要件を満たしている状

況（２０２１年１０月より１６０円を超えている）にもかかわらず解除を

していません。  

 ２月２３日、岸田首相は原油高への追加対策について「あらゆる選択肢

を排除しない」と発言しトリガー条項の凍結解除含め検討すると改めて認

識を示しました。  

 町長はトリガー条項の凍結解除に関してどのように対処したいとお考

えですか。 

 また、トリガー条項の凍結解除がされない場合、町民、商工業者を守る

ためにどのような展開を考えていますか。所信をお尋ねします。  



トリガー条項の凍結解除をトリガー条項の凍結解除を

正式には、『東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律』第四十四条によって規定されたもので、

そこには「租税特別措置法第八十九条の規定は、東日本大震災の復旧及び復興の状況等を勘案し別に法律で定める日までの間、

その適用を停止する。」と書かれています。

３ヶ月続けば税金を 25 円下げる”トリガー条項＝期間を設けて上乗せされた税率のこと

軽油引取税の本則税率は１リットルあたり　15円、暫定税率17.1円が加算　合わせて32.1円となっている。期間を設けて上乗せされた税率のこと。

ガソリン税の本則税率は１リットルあたり28.7円　暫定税率25.1円が加算　合わせて53.8円（これが特例税率）である。

上乗せ分の課税を一時的に停止する

消費税

石油石炭税

ガソリン ,軽油　本体価格

本則税率

暫定税率

ガソリン　28.7 円

軽油　　　15.0 円

ガソリン　25.1 円

軽油　　　17.1 円

期間を設けて上乗せされた税率

地球温暖化対策の課税の特例平成 24年 10月 1日から適用されることとさ

北海道　灯油　道北地区　

　　年間平均単価　2020 年　74.8 円

　　　　　　　　　　　　2021 年　95.6 円

北海道　ガソリン　　

　　年間平均単価　2020 年　132.8 円

　　　　　　　　　　　　2021 年　154.2 円

　　沼田店頭価格　173円 （2 月 28日）

　　年間平均消費量　≒1400L

　　沼田店頭価格　115円 （2 月 28日）

　　115-74.8＝40.2ｘ1400＝56280

　　115-95.6＝19.4ｘ1400＝27160　

温暖化対策税

ガソリン　53.8 円

軽油　　　32.1 円

特例税率

2021 年 10月から　160 円を突破しているのに ・ ・ ・

冬の灯油は命冬の灯油は命
商工業は２倍かかる！

沼田は≒2000Ｌ ３８８００～ 80400

まだ上がる価格
自動車だけでない　除雪機にも

差額の補填を差額の補填を
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【町長】 

 

通告順 ８ 
質問 

議員 
久保議員 

質問 

項目 
役場はコロナなどの急な大量欠勤でも業務は継続できるのか 

質問 

内容 

 

コロナも第６波となれば、もう想定外とは呼べず、むしろ「先回りの危機管

理の準備がされているのか」が問われます。我が沼田町も２０２２年１月の

正月明けからコロナ患者と濃厚接触者が急激に増え、それぞれが通常の仕事

ができずに隔離生活を１４日間など過ごされ、人口３千人弱の町にはあまり

にも多い比率であり、機能不全となる職場も多くありました。たとえば、幌

新温泉ほたる館は長期の休業となりましたが、これが役場であれば長期の休

業は町民生活を麻痺させます。そんな突飛な情況も今では想定外では無くな

りました。北海道オホーツク管内の小清水町の役場は、１月１９日から６０

歳の久保弘志町長ら町の幹部を含む全役場職員約１００人の３分の１に当

たる３５人が感染してクラスターとなり、さらにその濃厚接触者の隔離を含

めて８つの課が職員不在となり、役場の通常業務に支障が出る「非常事態」

になり、ようやく２月７日からは通常業務に戻りましたが、２週間にわたり

役場機能を縮小しました。コロナはどんなに清潔な方でも感染の危険がある

ので、患者の責任は少ないと思います。ですから、沼田町も感染された方の

特定につながる行為を厳に慎みつつ、その方の人権や生活を守る配慮をしな

がら、この想定内の危機を管理する必要があります。  

 危機管理で注目されているのが『Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｃｏｎｔｉｎｕｉｔ

ｙ Ｐｌａｎ』です。この頭文字を取った言葉でＢＣＰと略され、日本語の

意味は「事業継続計画」で、役場や企業などの組織が災害やテロや取引先の

倒産などに直面しても、重要な業務が継続出来るように事前に方策などを計

画しておく危機管理です。 

 また厚生労働省の通知で、２年後の２０２４年から介護業はＢＣＰの策定

が義務になります。このように、あらゆる危機をＢＣＰで集中管理する動き

が、老健施設、学校、企業などで起きており、国の促しも強くなってきてい

ます。 

１．町民の安心と安全を守るために役場はＢＣＰの策定をされていますか。 

２．老人ホームを含む介護ＢＣＰの策定、訓練、器機の整備は万全ですか。 

３．もしも役場の職員の半数が欠勤しても、重要な業務は遂行可能ですか。 

４．防災訓練は環境が厳しい時にこそ重要です。今年、実行する決意は。  

５．北見市「書かない窓口」など工夫とＩＣＴ化で業務の簡素化をすべきで

は。 

６．定例会や臨時会もオンライン「出席」の決議や傍聴の準備が必要では。 



 

 

 

 

 

 

災害など緊急事態が発生したとき、損害を最小限に抑え、事業の継続や復旧を図るための計画。 

BCP(Business Continuity Planning=事業継続計画) 

↓ 

BCRP(Business Continuity & Resiliency Planning=事業継続と復旧計画) 

          

「ＢＣＰ」で    継続プラン！ 

感染者が特定されな

いように文面の配慮♪ 

レジリエンス＝事業復元力♪ 

役場職員のコロナ人数などを、 

ホームページでほぼ毎日、報告。 

持続可能な 

まちづくり♪ 

２０２２年２月７日まで 

  

小清水町役場の入口

に、クラスターの報告 



    

 

 

 

 

▼マン・パワーの配置と、仕事の優先順位の仕分け 
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職員の家族

へのケア。 

普段から人事担当の 

経験者の把握による 

緊急の配置換え♪ 

【仕事の分析】 

・北見市「書かない窓口」化？ 

・numaCaを使った認証は？ 

・オンライン化できないか？ 

・特定の職員だけの職域か？ 

職員が半数になっても「ＢＣＰ」で継続プラン♪ 

弥縫策ではなく、構造を変えて前進しよう♪ 

職員が出勤を拒む

トラウマへのケア。 

職場に復帰した職員へのケア

と、緊急時に対応した再配置。 

 



 

議会も止まりません。 
 

 

 

 

                    

定例会や臨時会もオンライン出席の決議や傍聴♪ 

オンラインにするかは独自

の条例で決めたらいい。 

会社も大学も「出席」はオ

ンラインを含んでいる。 

２０２２年２月１７日 

北海道新聞 

後援；内閣府 『アフター

コロナの地方創生』 

２０２２年３月２日 

日本経済新聞 


